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１． はじめに

　消費関数の推定に関しては，限りなく多数の研究が存在し（比較的簡便なサーベイとして，古典的

なものとしては，Ｂｎｄｇ。［１９７１１等があり ，最近のものとしては，Ｔｈ．ｍ。。［！９９３１等がある），日本経済

を対象とした消費関数の推定に関しても多様な分析が行われている。最近では，計量経済分析の

新たな展開に伴 って開発された手法を用いて，古典的な消費関数の再評価も進められている

（Ｔｈ．ｍ、、［１９８９１ ，ｓｐ．ｎ。。［１９８９１を参昭）。 しかしながら，１９５５年以降現在までの期間を対象とし

て， 日本の消費関数に関連する諸問題を包括的に分析した研究は必ずしも多くはない（斉藤

［１９９１１はこうした方向での代表的な分析である）。 現在の筆者の問題意識は単にこの期問の消費関数

を推定するばかりではなく ，１９５５年以降の日本経済の推移を計量経済学の手法を用いて，総合的

　　　　　　　　　　１）
に分析することにある。今後こうした問題意識に従って，マクロ経済の主要な構成要素に付いて

順次検討を加えた上，この期問のマクロ経済の全体像をマクロ計量経済モデルによっ て捉えてい

くことを視野においている。ここではこうした問題意識の下で需要項目のうち最もウエイトの高

い消費を取り上げて検討を加える 。

　消費関数を分析する上で検討を加えるべき問題としては

　　１）　日本における消費関数を説明するための基本的な理論を選択すること 。

　　 ２）暦年データを用いた推定結果と四半期データを用いた推定結果との問に明確な相違が存

　　　在するか否かを評価すること 。

　　 ３）　日本の消費関数は観測期問を通して安定した関数であると判断することが可能であるの

　＊本稿は，１９９２年度立命館大学個別研究助成による研究成果の一部である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３）
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　　　かを評価すること 。

　　４）消費品目を分割して推定した結果とマクロで集計して推定した結果とで，推定結果にど

　　　のような相違が存在するのかを評価すること 。

　　５）　日本の貯蓄率は国際水準と比較して高いといわれているが，消費関数の分析を通してこ

　　　の事実が説明されるのかに関して評価を加えること 。

　　６）消費関数を推定するための計量経済学的手法としてはどのような手法が望ましいのかに

　　　検討を加えること 。

といっ た問題が考えられる 。

　本稿における検討は，この期間を対象とする消費関数の推定に関しては，筆者にとっ て最初の

試みであるので，これまでの先行業績を整理しつつ順次基本的な問題から検討していくことにす
２）

る。 しかしながら，利用するデータを暦年データとするか四半期テータとするか。あるいは，推

定手法としてどのような計量経済学の手法を利用するのかに関しては，初めにある程度まで分析

の枠組みを設定しておく必要がある。本稿においては，暦年データを用いた検討を行う 。推定手

法に関しては，伝統的な手法を中心に利用していく 。基本的には直接最小２乗法を利用し，撹乱

項の自己相関の問題が存在する場合には，条件に応じて最尤法かＣｏｈｅｒａｎ－Ｏｒｃｕｔｔ 法を利用する 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
しかしながら，こうした基本的な推定手法を利用した場合の問題点に関しても言及する。別稿で ，

四半期テータを用い，最近の計量経済学の潮流に従った分析を展開する予定である。なお，暦年

データを用いた，費目別の需要関数に関しても ，マクロの消費関数とは理論的基礎付けが異なる

ので別稿に譲ることにする 。

　本稿の構成は，序に続く第２節で，ケインス型の基本的で単純な消費関数を取りあげ，これを

推定するために必要となる主要なデータの動向を検討した上で，いくつかの基本的な関数型を用

いた推定結果を提示し，これらの問題点を検討する。第３節では，消費関数を推定する際の出発

点として考えられ，伝統的に利用されてきた基本的な理論の検討と併せて，これ等から導かれる

消費関数の特定化を提示する。第４節では，第３節で提示した消費関数の特定化を基本として ，

多様な形で定式化された消費関数の推定結果を提示しこれを評価する。これと併せて，消費関数

の説明要因として考えられる，他のいくつかの経済変数を用いた推定結果も提示し，これらの結

果をも評価する。最後の第５節で，本稿の議論を整理し，今後の展開方向を示す 。

２． 基本的なデータの動向と単純な消費関数の問題点

　本節では，単純なケインス型の消費関数（消費水準は所得水準のみに依存し，限界消費性向は正で１

以下であることを前提とする）を推定する際に最も標準的に利用される基本的なデータに関して ，

１９５５年以降の変動をグラフによっ て確認した上で，最も単純なケインズ型の消費関数を推定し ，

この関数の持っている問題点を検討していくことにする 。

　マクロ消費関数の従属変数として利用する可能性のあるデータとしては，民問最終消費支出と
　　　　　　　　　　　４）
家計最終消費支出とがある。両者の相違は，民間最終消費支出のテータには，家計部門の消費支

出ぱかりではなく ，対家計民間非営利団体の最終消費支出をも含んでいる点である。民間最終消

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４）
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費支出に占める対家計民問非営利団体の最終消費支出のウエイトは比較的小さいので，実質的に

は， 民間最終消費支出と家計最終消費支出との差は小さい。しかしながら，分析の統一性（基本

的に均質な経済王体を分析の対象とする）を重視し，ここでは，家計最終消費支出を分析の対象と考

える。家計最終消費支出といっ ても ，いわゆる消費財と耐久消費財とではそれぞれに対する支出

行動の基準が異なることが予想され，消費関数の特定化に関しても異なっ た関数型を利用すべき

であると考えられる。しかしながら，日本の国民経済計算では，１９５５年までの長期遡及データに

ついては，家計の消費支出項目を目的 ・形態別に分類した形では公表されていない。１９８８年の

『季刊国民経済計算』に，暦年データに関して，１９５５年まで遡及した，目的 ・形態別の家計消費

支出が補足として公表されているが，四半期テータは公表されていない。ここではこうしたテー

タの制約により ，全ての消費費目を合計したものを主要な対象として分析を行うが，参考として

家計最終消費支出から耐久消費財に対する支出を控除した消費支出をも対象として推定結果を提
　　　　　　　５）
示し比較を行う（最近の計量経済学の新しい潮流の一つの出発占であると考えられている，Ｈ．ｎｄ．ｙ

［１９７４１は耐久消費財を除くことを強調している）。

　マクロ消費関数の従属変数として，家計最終消費支出［ＣＨ１を選択した場合には，説明変数

として用いる所得変数としては，家計可処分所得［ＹＤＨｌが最も自然な選択である。家計可処

分所得を説明変数として用いる際の問題点は，現行の日本の国民経済計算体系においては，家計

可処分所得に対応するデーフレータが作成されてないことである。よっ て家計可処分所得をどの

デフレータを利用して実質化するのかという選択の問題が発生する。これも本来は慎重に検討す

る必要のある問題であるが，ここではこうした場合に　般的に用いられる，従属変数と同一のテ

フレータによっ て実質化するという方法に従い，家計可処分所得は家計最終消費支出デーフレー

タを用いて実質化する 。

　次ぺ一シに，実質家計最終消費支出と実質家計可処分所得との問の関係を３種類のクラフによ

って示している。図１に示したのは，両変数自身の相関図であり ，図２に示したのは，両変数の

対数値問の相関図である。図３に示したのは，両変数を人口で割 った，一人当たり変数問の相関

図である 。

　いずれのグラフを見ても ，両変数間には極めて密接な直線的な関係が存在することが読み取れ

る。 しかしながら，いずれのグラフにおいても観測期問のほほ中央で実質家計最終消費支出が ，

実質家計可処分所得に比して低い増加率を示す期問の存在が認められる。また，こうした状況が

発生した時機に関してはグラフごとに若干の相違が認められる。更に，その時機を境として，両

変数問の傾き（限界消費性向ないし弾力性）には相違が発生していることも各グラフに共通してい

るが，その程度はグラフごとに相違が認められる 。

　通常の消費関数の推定においては，実質値問の生の数値あるいは対数値を用いて関数が特定化

されることが多い。しかしながら，われわれの分析で用いる程度の長期問を対象とする場合には ，

人口の変化も無視できない大きさである。更に，今後の日本経済を考える上では，人口の変動パ

ターンが重要な役割を果たすと考えられるので，ここでは１人当たりの関係を基本的な関係とし

て検討していくこととする。これらのクラフから明らかであるように，日本の家計最終消費支出

は， 家計可処分所得を説明変数として非常に説明力の高い関数を推定することが可能であろう 。

しかしながら，こうした関数を利用する場合には，図による検討から，何らかの形で限界消費性

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５）
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向あるいは弾力性が変化した理由を説明する必要が生じることになろう 。

　これまで説明してきたように，実質家計最終消費支出と実質家計可処分所得との間には，若干

今後検討すべき問題が残されているとはいえ，基本的には極めて強い正の直線的関係が存在して

いる。しかしながら，マクロ経済の時系列データ（特に第２次世界大戦後の日本のデータ）を利用す

る場合にはテータ問の相関が高いことは極めて　般的な状況であるので，以下ではやや見方を変

えて両データ系列の年当たり増加率の問に存在する関係を検討しておく 。

　実質家計最終消費支出と実質家計可処分所得との年当たり増加率問の関係を示したのが，下の

２つの図である。これらの図から判断されるように，実質家計最終消費支出と実質家計可処分所

得との増加率との間の関係に付いては，生のデータの問に認められたほど強い正の相関は存在し

ていない。図４の両変数の変化率の折れ線グラフから分かるように，両変数とも１９７４年以降（第

１次オイル ・シ ョッ ク以降）増加率が大幅に低下している。また，１９７４年以前に比して１９７４年以降

では両変数の増加率の対応関係が弱くなっ てきていることが分かる。特に，１９７４年における実質

図４　実質家計可処分所得と実質家計消費支出
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図５　実質家計可処分所得と実質家計消費支出
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家計最終消費支出の増加率が小さくなっ ており ，それ以後の期間では実質家計可処分所得の増加

率よりも実質家計最終消費支出の増加率の方が大きい年が多くなっ ていることに注意が必要であ

る。

　両変数の増加率の間に直線的な関係が存在するか否かに関しては，図５の相関図を見た方が分

かりやすいが，ここでは生のデータによる相関図とは状況が異なり ，拡散の程度が大きくなっ て

いる。特に図５の左側に対応する期間では，両変数の増加率の間には明確な直線的関係が存在す

るとは言いにくい。実質家計可処分所得の増加率が５％以下の年は全て１９７４年以降であるので ，

図の左側はこの期間に対応している。よっ て， 第１次オイル ・シ ョッ ク以降両変数の増加率の相

関関係に変化が生じていることを示唆している 。

　上記の関係を削提として考えると ，日本のマクロ消費関数を実質家計可処分所得のみで推定す

る場合には，１９７４年を境としてそれ以前とそれ以後との問で，何らかの構造変化要因を探索する

必要が存在するといえよう 。あるいは，日本のマクロ消費関数の推定に当た っては，実質家計可

処分所得に加えて他の説明変数をも利用する必要があることを示唆しているとも考えられる 。こ

こでは，テータの動向に関してこうした基本的な認識を持った上で，若干の単純な関数型に関し

て， 直接最小２乗法によっ て， パラメータを推定し，これまで図的に確認してきた関係が各種の

統計量によっ てどのように把握されるのかを検討することとする 。

　実質家計最終消費支出［ＣＨ８５１関数を，生の数値と一人当たりの数値に関して，実質家計可

処分所得［ＹＤＨ８５１を説明変数として，線形 ・対数線形の関数型で推定した結果は以下の通り

である 。

ＣＨ８５：一７４２ ．７４＋　Ｏ ．８３４８９ＹＤＨ

　　　（一０ ．４５３４）　　（８２ ，７２０）

　　Ｒ２：０ ．９９４９，Ｒ２＝０ ．９９４８，Ｄ．Ｗ．：Ｏ ．１５１５，Ｓ．Ｅ．＝４６５０ ．７３ ．

ｌｎ　
ＣＨ８５：０ ．１１２５９＋　０ ．９７４８５１ｎ　ＹＤＨ８５

　　　　（１ ．１９５０）（１２１ ．１２）

　　Ｒ２＝０ ．９９７６，Ｒ２＝０ ．９９７６，Ｄ．Ｗ．＝０ ．１７４９，Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０３２４６ ．

ＣＨ８５／ＰＯＰ＝０ ．００１４０８＋ｏ ．８２８６５ＹＤＨ８５１ＰＯＰ

　　　　　　（Ｏ ．０８６８）　　（７１ ，１６８）

　　Ｒ２＝０ ．９９３１，Ｒ２＝０ ．９９２９，Ｄ．Ｗ．＝０ ．１５３６，Ｓ．Ｅ．＝０ ．０４０７１ ．

１ｎ　ＣＨ８５／ＰＯＰ＝一０ ．１７７９４＋　０ ．９６８４９１ｎ　ＹＤＨ８５／ＰＯＰ

　　　　　　　（一３３ ，０７３）　　（１０２ ．００）

　　Ｒ２：０ ．９９６６，Ｒ２コ０ ．９９６６，Ｄ．Ｗ．＝０ ．１７６５，Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０３２１７ ．

（２－１）

（２－２）

（２－３）

（２－４）

　各推定式で用いている記号のうち変数名ＰＯＰは人口である。各パラメータ推定値の下の括弧

内は，パラメータ推定値のｔ一統計量である 。ｔ一統計量以外の推定式の検定統計量は，Ｒ２が決定

係数値，Ｒ２が自由度修正済みの決定係数値，Ｄ　ＷはＤｕｒｂ１阯Ｗａｔｓｏｎ 統計量，Ｓ　Ｅは回帰式の
　　　　　　　　　　６）
標準偏差を示している 。

　ここに示した推定結果では，実質家計可処分所得のパラメータ推定値に関してみれば，いずれ

の推定結果をとっ ても ，符号条件を満たしており ，ｔ一統計量も非常に大きな値を取っており ，各

パラメータ推定値は有意水準５％で有意にＯと異なっ ている。一方，各推定式の切片は，推定式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８）
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ごとに正負の符号が異なっ ており ，ｔ一統計量の値も推定式によっ ては小さな値となっ ている。消

費関数の切片に関する通常の説明は，生存に必要な最低限の消費水準を表わすということであり ，

こうした考え方をする場合には，符号条件として正が望ましいが，ここで考えているような長期

の消費関数を対象とする場合には，切片に対する経済学的意味付けは必ずしも容易ではなく ，こ

こではこの結果を受け入れておくこととし，次節で消費関数に関して理論的な検討を行う際に再

度この問題を検討する。ここでは関数によっ ては切片が正であ っても ，統計的に有意でない場合

もあることに注意しておく必要がある 。

　ここに示した，各推定結果に共通する計量経済学的な問題点は，いずれの推定式においても ，

Ｄｕｒｂｍ－Ｗａｔｓｏｎ 統計量の値が非常に小さく ，撹乱項に正の自己相関が存在することを示唆して

いることである。こうした状況を明示するために，人ロー人当たりの消費関数である ，（２－３） ，

（２－４）式の現実値と理論値とのグラフを描くと下の図６ ，７のようになる 。

　図６ ，７から明らかであるように，ここで推定した消費関数の残差からは，２つの特徴を読み

図６　一人当り消費支出の現実値と理論値
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図７　一人当り消費支出の現定値と理論値
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とることができる。第１の特徴は，第１次オイル ・シ ョッ クの発生した，１９７３年を境として，そ

れ以後の方がそれ以前に比して残差の大きさが拡大していることである。この状況は，線形の関

数型を用いた（２－３）式の残差においてより顕著であるが，対数線形の関数型を用いた（２－４）式

　　　　　　　　　　　　　　　　７）
の残差においても同様に観察される。このことが，データの値が大きくなっ たことによる，撹乱

項分散の拡大を意味しているのか，１９７３年を境として，日本の消費関数の構造変化が発生し ，

１９７３年以前と１９７３年以後とでは，異なっ た関数型を利用しなくてはならないことを示唆している

のかは，以下で一層の分析を行って明らかにすべき課題である。残差のグラフから明らかになる

第２の特徴は，これも両関数に共通で，現実値が理論値よりも大きくなると ，この傾向が継続し

逆に現実値が理論値よりも小さくな った場合にもこの傾向が継続することである。このことが上

で問題とした，Ｄｕｒｂｍ－Ｗａｔｓｏｎ 統計量の値が非常に小さいことに対応している 。

　結局，これまでに推定したケインス型の極めて単純な特定化による消費関数は，一見非常に良

好な推定結果を持つように見受けられるが，計量経済学的には受容することが不可能な推定結果

図８　実質家計可処分所得と実質家計消費支出
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図９　実質家計可処分所得と実質家計消費支出
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である。この問題は，Ｄｕｒｂｉｎ－Ｗａｔｓｏｎ 統計量と残差のグラフに明確に表われていると言うこと

ができる 。

　ところで，先に問題とした消費支出のうち耐久消費財に対する支出は他の消費財に対する支出

と区別して考える必要があるという議論が，上の問題に関係があるかどうかを確認しておく（耐

久消費財を控除した実質消費支出の年当たり増加率と実質家計可処分所得の増加率との間の関係を示したの

が， 前ぺ一ジの図８ ，９である）。 以下に示す２本の推定式は，耐久消費財を除く消費支出額を家計

の可処分所得によっ て説明した推定式であり ，人ロー人当たりのデータを用いて，線形と対数線

形の関数型によっ て推定した結果である 。

ＣＨＥＮＤ８５／ＰＯＰ＝Ｏ ．０４２５２１＋Ｏ ．７５３３６９ＹＤＨ８５／ＰＯＰ

　　　　　　　　（３ ．８４０７５）　（９４ ．８０９１）

　　Ｒ２＝Ｏ ．９９６１，Ｒ２＝Ｏ ．９９６０，Ｄ．Ｗ．＝Ｏ ．２４９５，Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０２７７８５

１ｎ　ＣＨＥＮＤ８５／ＰＯＰ＝一０２１６７０３＋　０９２９５８８１ｎ　ＹＤＨ８５／ＰＯＰ

　　　　　　　　　（一５７ ．５０２３）（１２５ ，１６７）

　　Ｒ２＝Ｏ ．９９７８，Ｒ２＝Ｏ ．９９７７，Ｄ．Ｗ．＝Ｏ ．２４８１，Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０２５１５７

（２ －５）

（２ －６）

ここで，ＣＨＥＮＤ８５は実質の耐久消費財を除く消費支出額である。ここでも変数の実質化に関

して若干圧意をしておく必要があるかも知れない。従属変数である ，ＣＨＥＮＤ８５は，実質家計

最終消費支出額から，実質の耐久消費財への支出額を控除したものとなっ ている。よっ て，

ＣＨＥＮＤ８５のデフレータは，家計最終消費支出のデフレータとは異なっ ている。ところで，先

の説明にしたがうならば，上記の式においては，家計可処分所得もＣＨＥＮＤ８５と同じデフレー

タを用いて実質化すべきである。しかしながら，実質の家計可処分所得が２系列存在することは

不都合なので，ここではこれまで通り ，家計最終消費テフレータで実質化した家計可処分所得を

用いた 。

　（２－５），（２－６）式を先の（２－３） ，（２－４）式と比較すると ，パラメータ推定値に若干の相違が認

められるが，基本的な点で大きな変化は認められない。上で問題とした，Ｄｕｒｂｉｎ－Ｗａｔｓｏｎ 統計

量に関しても ，（２－５），（２－６）式の方が若干大きな値を取っているが，この場合でも ，撹乱項に

正の自己相関が存在していることには問違いがない。結局，単純なケインズ型の消費関数を日本

の１９５５年以降のデータに当てはめた場合の計量経済学上の問題は，消費項目として，耐久消費財

を除く消費支出額を採用しても簡単に解決することはできない。よっ て， 我々は以下の分析にお

いても基本的には，家計消費支出額の合計を対象とする消費関数を推定することにする 。

　次節以降の本格的な消費関数の推定に進む前に，図４ ，５で，チ ェッ クした，消費支出の増加

率と家計可処分所得との増加率との問の関係に直接最小２乗法を適用した場合にどのような推定

結果が得られるのかを確認しておく 。図４ ，５では両変数の増加率に関して示したが，以下では

両変数の年当たり増分問の回帰式に関する推定結果を示す 。

Ｄ１［ＣＨ８５／ＰＯＰ１＝Ｏ ．０１２５１０＋Ｏ ．６０４７９２Ｄ１［ＹＤＨ８５／ＰＯＰ１

　　　　　　　　　（２ ．１４１２５）　（６ ．８６６０９）

　　Ｒ２＝Ｏ ．５８１０，Ｒ２＝Ｏ ．５６８７，Ｄ．Ｗ．＝１ ．７６９７，Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０１４７６３

Ｄ１［ＣＨＥＮＤ８５／ＰＯＰ１＝Ｏ ．０１１９４４＋ｏ ．５２７１Ｄ１［ＹＤＨ８５／ＰＯＰ１

　　　　　　　　　　　（２ ．７２５２）　　（７ ．０７５３）

（２ －７）

（２ －８）

（３１）
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　　　Ｒ２：０ ．５９５５，Ｒ２＝０ ．５８３６，Ｄ．Ｗ．＝１ ．９２９４，Ｓ．Ｅ．：０ ．０１２４９

　ここで，Ｄ１［　　１は，括弧内の変数の年当たりの増分を示しており ，Ｄ１［ＣＨ

８５／ＰＯＰ１：ＣＨ８５／ＰＯＰ一（ＣＨ８５／ＰＯＰ）一１ である。（２－７）式に示したのは，実質家計最終消費

支出全体に関する年当たりの増分を，実質家計可処分所得の年当たり増分で説明した回帰式であ

り， （２－８）式に示したのは，耐久消費財を除く実質家計消費支出の増分を実質家計可処分所得の

増分によっ て説明した回帰式である。予想されるようにこれらの推定結果は，これまで提示して

きた各種の推定結果とは，状況が大きく異なっ ている。第１の相違点は，消費関数の傾きが大幅

に異なっ ていることである 。（２－３）式で，０ ．８２８６５であ った消費関数の傾きが，（２－７）式では

Ｏ．６０４８に低下している。（２－３）式の消費関数が安定したものであれば，（２－３）式の傾きと ，

（２－７）式の傾きとはほぼ等しい値をとるはずであるが，この場合にはそうなっ ていない。これと

関連して ，（２－３）式と（２－７）式との間がきちっと対応していれば，（２－７）式の切片は，Ｏにな

らなくてはならない。ここでは，パラメータ推定値が極めて小さな値を取っているとはいえ，有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
意水準５％で，有意に０とは異なっ ているので，この点も明確に対応しているとは言えない。第

２の相違点は，傾きのｔ一値が大幅に低下していることである。しかしながら，これは統計的な

有意水準として，５％を取る限りにおいては，いずれの場合でも ，有意にＯとは異なっ ている 。

その意味では，考慮する必要のない相違である。第３の相違点は，決定係数値が大幅に低下して

いることである。このことは，図の観察からも当然予想されることであるが，（２－７）式で推定し

た方が，消費関数の説明変数が充分に採用されていないことを明示していると考えることができ

よう 。第４の相違点は，Ｄｕｒｂｍ－Ｗａｔｓｏｎ 統計量が，撹乱項に１階の自己相関が存在しないこと

を示している点である。これまで示してきた推定結果の最大の問題点は，撹乱項の自己相関の問

題であ ったので，この問題を回避するためには，説明変数，従属変数の増分を用いた回帰式を採

用することに意味があることを示しているといえよう 。（２－８）式に関しても（２－５）式と比較し

た場合に ，（２－３）式と（２－７）式との間に存在するのと同様の関係が認められる 。

　上記の結果を総合すると，我々は消費関数として，ケインス型の単純な関数型を用いた場合に

は， 消費の絶対額を説明した場合にも ，消費の年当たりの増分を説明した場合にも ，関数の説明

変数が充分に含まれていないと言う状況が指摘される。しかしながら関数の特定化によっ て， こ

うした状況の表われ方が異なっ ていることにも注意が必要である。我々は，次節で各種の消費関

数に関する仮説に従って，可処分所得と消費との間の関係を調整し（単純なケインス型の消費関数

から離れる），推定可能な特定化を導く 。第４節でこうした特定化に従った推定結果を提示し，こ

うした特定化の変更によっ て， 上記の問題がどこまで解消されるのかを検討する 。

３． 消費関数の基礎理論

　前節でみてきたように，１９５５年以降の日本のデータを用いて推定された，消費関数（家計最終

消費支出関数）は，観測期問内のデータとの適合性という観点からは満足すべき推定結果を与え

るが，計量経済学の理論的評価基準に照らした場合には必ずしも充分に満足すべき推定結果であ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２）
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ると言うことはできない。また，第１次オイル ・シ ョソ ク期を境として，消費関数には何らかの

構造変化が発生した可能性を則提として考えていくべきことも明らかになっ た。

　こうした観測事実は，新たに発生した問題ではない。第２次世界大戦後に，主として米国のデ

ータによっ て第２次世界大戦以前を観測期問として推定した消費関数によっ て， 第２次世界大戦

後の消費水準を予測した場合に，非常に大きな下方バイアスが発生し，これを契機として消費関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
数論争がまきおこっ たことは，多くのマクロ経済学の教科書にも取り上げられている事実である 。

　米国における消費関数論争では，結果的に，Ｋｕｚｎｅｔｓ［１９４６１によっ て， 観測された事実であ

る， 『消費関数を長期問にわた って観測した場合には，実質消費支出と実質可処分所得との問の

比率は一定であり（Ｋｕ．ｎ．ｔ。 による値は，０９），消費関数は切片を含まない。よっ て， 長期の消費

関数では，平均消費性向と限界消費性向とは等しい。しかしながら，横断面データを用いたり ，

短期間（１０～２０年）の時系列データを用いて観測した消費関数（短期の消費関数）においては，限

界消費性向は長期の値よりも小さく ，消費関数には切片を含んでいる。また，短期の消費関数は

継続的に上方ヘシフトしている』，という関係を受け入れた上で，こうした，長期と短期の消費

関数及び横断面データを用いた消費関数の形状を統一的に説明するための基礎理論の開発が進め

られた。こうした，議論の中で開発され，今日でもマクロの消費者行動を考える場合に広く利用

されている基礎理論としては，相対所得仮説，ライフサイクル仮説，恒常所得仮説が主要なもの

であるので，本節では，以下で各仮説の基本的なポイントを整理し，それぞれの仮説から導かれ

る消費関数の特定化を示した上で，次節において，１９５５年以降の日本における暦年データに当て

はめて推定した場合に，各仮説から導かれた消費関数のパーフォーマンスがどのような状況にな

るのかを検討することとする 。

　３－１　　相対所得イ反言党

　相対所得仮説に基づく消費関数は，Ｄｕｅｓｅｎｂｅｒｒｙ［１９４９１とＭｏｄ１ｇ１１ａｍ［１９４９１によっ て独立

に導かれたと考えられているが，現在でははＤｕｓｅｎｂｅｒｒｙの考え方に従って説明されることが多

い。

　Ｄｕｓｅｎｂｅｒｒｙは，時系列データよりもある一時点における所得階層ごとの消費支出パターンを

前提として議論を始めた。ここで，各個人（あるいは家計）の消費支出パターンを導く上で前提

となる効用関数は，自分自身の消費支出項目のみによっ て説明されるのではなく ，自分以外の個

人の消費支出パターン（あるいは杜会的平均水準の消費支出）によっ ても影響を受けると考えた。こ

れは，消費支出には外部性が存在していることを意味している。より具体的に考えると ，相対的

に所得の低い階層に属する個人は，自分よりも所得の高い階層（あるいは杜会的平均水準の所得水

準）に属している個人が購入する財 ・サービスの影響を受け，所得水準に比してより多くの財 ・

サービスを購入する。この結果，所得水準の低い個人の平均消費性向の方が相対的に所得の高い

個人の平均消費性向よりも大きくなると考えた 。

　Ｄｕｓｅｎｂｅｒｒｙの考え方は，横断面テータを用いた消費関数の切片が正となり ，所得水準が上昇

するに従って，平均消費性向が低下するという観察事実と対応していることになる。この説明は ，

主として横断面データを用いた消費関数に対応するものであるが，時系列データを用いた消費関

数に関しても一定の説明が可能である。個人の消費支出が，相対的所得水準に依存して決まるの
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であれば，各時点における平均的な消費性向は，各個人の消費性向の平均に対応することになる 。

この結果，時間の経過に伴 って，所得階層に関する相対的分布が変化しないのであれば，

Ｄｕｓｅｎｂｅｒｒｙの説明によっ て， 平均消費性向は一定水準を維持すると考えられる 。

　時系列データを用いた場合に，Ｋｕｚｎｅｔｓの観測事実のうち，Ｄｕｓｅｎｂｅｒｒｙの理論で説明されて

いないことは，時系列データを利用した場合の，短期の消費関数と長期の消費関数との相違に関

する説明だけである 。

　ところで，時系列テータを則提とした場合の相対所得の説明は，横断面データを前提とした場

合の自分自身の消費水準と社会的に平均的な消費水準との比較とは異なっ た形で説明される。こ

こで取りあげる考え方は，　般に習慣形成仮説，あるいはラチェソト効果という形で呼ばれてい

る。 習慣形成仮説（あるいはラ ソチ ェト効果）では，消費者はひとたぴ高い消費水準を達成した場

合には，それ未満の消費水準では満足しないと考える（ここでも横断面データを用いた場合と同様に

所得の比較という考え方が取り入れられており ，比較の対象が異なっ ていると考えることができよう）。 こ

の考え方に従えば，所得水準が継続的に上昇している場合には，今期の所得水準のみによっ て消

費を説明することが可能であるが，不況が発生して，所得水準が低下した場合を考えると ，相対

所得効果あるいはラチェット効果が働くことによっ て， 消費水準は所得水準が低下する程には低

下しないという説明が可能となる。よっ て， 平均消費性向は，所得の上昇期では相対的に小さく ，

所得の低下期に相対的に大きくなる 。

　これまでの理論に従って，時系列テータを則提とした，相対所得仮説に従う消費関数は，以下

のように定式化される 。

　　Ｃ　　　　　Ｙ
　　一＝ぴ一房一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３－１）
　　Ｙ　　　Ｙ・

ここで，Ｙ０は過去における最高の所得水準を示している 。（３－１）式と実質的に同じ内容は，以

下の（３－２）式によっ ても示すことができる 。

　　Ｃ　　　　Ｙ－Ｙ
ｏ

　　一＝ぴ十房　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３－
２）

　　Ｙ　　　　　　Ｙ

　（３－２）式を変形すると ，Ｃ＝（ぴ十房）Ｙ一房Ｙｏとなり ，前節で検討した，ケインズ型の消費関数

との比較が容易になる 。

　Ｄｕｓｅｎｂｅｒｒｙは，（３－１）式を利用して，所得水準が毎年増加している状況考えれば，（Ｙ／Ｙ０）＝

Ｙ／Ｙ
。一１ となるので，所得の年当たり増加率をｇとして，平均消費性向は，ぴ一房ｘ（１＋ｇ）によっ

て求めることができるとした。この平均消費性向が，Ｋｕｚｎｅｔｓの言う ，長期の平均消費性向に対

応する。これに対して，Ｙの値が，Ｙｏよりも小さい場合（不況によっ て所得が低下した場合）

には，（Ｙ／Ｙ０）は１以下の値を取るので，この場合の平均消費性向は，ぴよりも大きな値を取る

ことが確認される。これと同様の議論は，（３－２）式を利用しても展開することができる。よっ て，

Ｄｕｓｅｎｂｅｒｒｙ及びＭｏｄ１ｇｒ１１ａｍによっ て特定化された，相対所得仮説に従う消費関数の定式化を

用いた推定作業によっ て， Ｋｕｚｎｅｔｓ による観察事実と対応した推定結果を導くことが可能である 。

　ところで，ここで示した所得水準の過去最高値を説明変数に含む，消費関数の特定化は，第２

次世界大戦後の日本の消費関数を推定する場合には，必ずしも有効な特定化であるとは考えられ

ない。その理由は，この期間の日本のデータでは，家計の実質可処分所得が過去最高値を下回 っ

た期間（実質家計可処分所得がマイナス成長した期間）が，図４から明かであるように，全く存

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４）
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　　　　　　　　　　１０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
’

在していないからである 。Ｂｒｏｗｎ［１９５２１は，Ｄｕｓｅｎｂｅｒｒｙの考え方と極めて類似した考え方で

あるが，今期の所得水準が過去最高値を上回 っているか下回 っているかとは毎関係に，今期の消

費水準は今期の所得水準のみに依存するのではなく ，過去の消費慣行の影響を受けると説明し ，

過去の消費慣行を表現するために，１期前の消費水準を説明変数として追加した，以下の消費関

数の特定化を提示した 。

　　Ｃｔ＝房ｏＹｔ＋房１Ｃ ｔ＿１ ＋£ｔ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３－３）

ここで ，£ｔ は撹乱項を示している。この消費関数で特徴的な点は，切片を含んでいないことであ

る。 これに対するＢｒｏｗｎの説明は，もし消費関数を推定する際に，ＣＨが説明変数として含ま

れていない場合には，切片が観測され，Ｃｔが大きくなるに従 って，切片の値も大きくなる。し

かしながら，消費水準が一定の成長率ｇで増加している場合には，Ｃ、＝（１＋ｇ）Ｃ 、一。 の関係が成

り立つので，（３－３）式を通して ，

　　　　　　　　　Ｃｔ
　　Ｃｔ＝汐ｏＹｔ＋９１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３－４）

　　　　　　　　１＋９

の関係が導かれ，この式をＣｔに関して解くと ，

・一（１．（。弁１＋ｇ）））・
（３－５）

となり ，平均消費性向は一定の値を取っていることが分かる 。（３－３）式に従って推定した場合に

は， 房。 が短期の限界消費性向となり ，９．／（１一房１）が長期の限界消費性向となる 。（３－５）式の関

係に従うと ，ｇが大きければ大きいほど，平均消費性向の値は小さくなる。逆に言えば，消費

（所得といっ ても同じことになるが）の成長率が高ければ高いほど平均貯蓄性向が上昇する 。こ

の関係は，この期間の日本の成長率が相対的に高かったことから，日本の貯蓄率が高いことに対

する一つの説明を与えていると考えることができよう 。

　これまで説明してきたことを理由として，我々は次節で（３－３）式で示される ，Ｂｒｏｗｎ 型の消

費関数を利用して，日本における相対所得仮説の現実妥当性を評価することにする。この関数型

に従った推定結果が，前節で検討した単純なケインズ型の消費関数の持つ問題点を解消している

のであれば，所得の増加率の大小と貯蓄率との間の関係に関して一定の議論が可能であろう 。た

だ， （３－３）式に示した消費関数は，説明変数としてラグ付きの従属変数を含んでいるので，直接

最小２乗法を適用する場合の前提条件を満たしていないことになる 。よっ て， この場合には，推

定手法に関する吟味が必要になる 。

　３－２　ライフ ・サイクル仮説

　前項で展開した，相対所得仮説の基礎理論では，通常のミクロ経済学で想定される，消費者と

は異なっ て， 自分が消費する財 ・サービスの量ばかりではなく ，他の個人が消費する財 ・サービ

スの量が自己の効用水準に影響すると考えた。しかしながら，標準的な消費者行動を則提として

も， Ｋｚｕｎｅｔｓ の観察事実に対応する消費関数を導出することは可能である 。

　こうした方向での消費関数の展開は，Ｍｏｄ
１ｇ１１ａｎ１－Ｂｒｕｍｂｅｒｇ［１９５４１を出発点とし，Ａｎｄｏ －

Ｍｏｄ１ｇ１１ａｍ［１９６３１等によっ て展開された。Ｍｏｄｌｇ１ｌａｍ－Ｂｒｕｍｂｅｒｇの考え方の基本的な点は，一
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生を通しての消費計画が，一生を通して稼得することのできる所得に応じて決定されるというこ

とである。こうした考え方に従うと ，消費者の行動は異時点間の消費水準に依存する効用関数に

従っ て決定されることになる。この場合には，各消費者は，自分の人生のある時期には収入以上

に消費を行い（借金をしたり ，過去の貯蓄を食いつぶす），他の時期には収入以下の消費を行う（貯蓄

を行う）という行動が可能となる 。

　こうした消費者の行動を定式化する。現在の年齢が丁才である消費者が，Ｌ才まで生存する

ことを想定した場合の現時点における効用関数は ，

　　Ｕ：Ｕ（ＣＴ， ＣＴ＋１，ＣＴ＋２，… ＣＬ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３－６）

と表わすことができる。この消費者が生存している問に自分で蓄積した資産をすべて使い尽くす

と考えた場合の現時点の所得制約式は ，

　　　　　　　　Ｎ　　Ｙ；　　 Ｌ　　Ｃｉ　　ＡＴ－１＋ＹＴ＋　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３
－７）

　　　　　　　 ｉ・Ｔ・１ （１＋
ｒ） ｉ－Ｔ 　ｉ－Ｔ（１＋ ｒ） ｉ・Ｔ

となる。ここで，ＡＴ．１ は， Ｔ－１才までに蓄積された，物的 ・金融的資産の残高である。また ，

Ｗは将来（１時点における）の期待所得であり ，Ｎはこの消費者の定年年齢である。ここで ，

（３－７）式の左辺をＷＴとおく 。このＷＴは，各家計の丁才時点での今後に予想される生涯資産

（死亡時までに支出することが想定されている金額の割引現在価値）を表している。Ｍｏｄ
１ｇ１１ａｍ－Ｂ

ｒｍ －

ｂｅｒｇ［１９５４１では，（３－６）式の効用関数が，Ｈｏｍｏｔｈｅｔ１ｃ であることを仮定して，丁才の時点の

消費は ，

　　ＣＴ＝７ＴＷＴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３
－８）

として表わすことができるとした 。

　消費関数における基本的な関係が，（３－８）式で与えられているとするならは，前節で検討した ，

単純なケインズ型の消費関数とは異なり ，今期の所得ＹＴが増加した場合の影響は，これがＷＴ

を変化させることを通してのみ消費水準に影響を与えることになる。よっ て， ＹＴ の変化が，将

来所得の流列をすべて上昇させるのでなければ，今期の消費に与える影響は大きなものにはなら

ない（１回限りの減税が消費水準に与える影響は小さいということになろう）。

　ところで，これまでの説明から明らかであるように ，（３－８）式で示される消費関数は，個人べ

一スの消費関数である。この関係を則提として，時系列データを利用した社会全体で集計した消

費関数を導く場合に，経済成長率及び人口の成長率が正の経済を考える場合と経済成長率あるい

は人口の成長率が存在しない（静態的）経済を考える場合とでは，マクロレベルでの意味付けが

異なっ てくる 。

　経済成長の存在しない静態的な経済で，人口も年齢構成も変化しないことを削提とした場合に

は， 社会全体での貯蓄は０になる。年齢階層によっ て， 貯蓄している家計も存在するが，過去に

蓄えた貯蓄を引き下ろして生活している家計も存在しているからである。もし，一人当たりの所

得が，一定である場合でも ，人口が成長することによっ て， 経済成長を達成している経済におい

ては，貯蓄をする世代の方が貯蓄を引き下ろしている世代よりも多くなることから，社会全体で

の貯蓄は正となる。同様に，人口の成長が存在しない経済においても ，技術進歩等によっ て経済

成長が達成されている場合には，引退して退職し，貯蓄を引き下ろして生活している世代に比し
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て， 現在貯蓄を行っている世代の方が，同年齢の場合に予想される将来所得が多くなるので，引

退後に計画する消費支出も大きくなると考えられる。この場合には，貯蓄額も大きくなり ，社会

全体では正の貯蓄が行われることになる。こうした関係を通して，社会全体で所得の増加率が大

きくなればなるほど，貯蓄率が増加することが予想される 。

　上記の考え方を用いて，日本経済における高貯蓄率を説明することも可能であろう 。この観測

期間においては，日本の人口は着実に増加しており ，特に相対的に若く貯蓄が消費を上回る年齢

層が比較的多かった。よっ て， この観測期間の問には日本の貯蓄率は高い水準を維持していたと

いうことになる。しかしながら，この説明が正しいとするならば，今後の日本では急速に高年齢

層の人口が増大することが想定されているので，貯蓄率も急激に減少していくことになる 。

　これまで，説明してきた，ライフ ・サイクル仮説を則提として，時系列テータを用いた消費関

数を推定したのは，Ａｎｄｏ－Ｍｏｄ
１ｇ１１ａｎ１ である。しかしながら，現実にテータを用いて推定を行う

場合には，将来の予想所得の流列を求めることが困難であるので，実際には，Ａｎｄｏ－Ｍｏｄ
１ｇ１１ａｍ

は，

　　Ｃ、＝ぴＡ 、．１＋汐Ｙ、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３－９）

という形の消費関数を推定している 。（３－９）式から明らかであるように，資産の蓄積が進めばそ

れに従って，現在の消費水準が増加することを示している。よっ て， もし消費関数の推定におい

て， 資産残高を説明変数として用いず，所得のみによっ て説明した場合には，資産の蓄積につれ

て消費関数は次第に上方にシフトしていくことになる。このことから，ライフ ・サイクル仮説に

よっ ても ，Ｋｕｚｎｅｔｓ［１９４６１による観測事実は整合的に説明されることになる 。

　３－３　恒常所得仮説

　恒常所得仮説は，実際の推定作業も考え方も ，前項のライフ ・サイクル仮説と類似したもので

あるが，Ｆｒ１ｅｄｍａｎ［１９５７１によっ て独立に展開された。Ｆｒ１ｅｄｍａｎの議論においても ，分析の対

象は将来を見通した消費計画である。この場合にも ，消費水準を決定する所得は，将来所得の割

引現在価値であると考えた。Ｆｎｅｄｍａｎ は， 将来所得（金融資産，人的資本からのからの収入を

も含む）の割引現在価値を，資産（Ｗ）で表わし，これと今期の金利水準（ｒ）とによっ て， ｔ

期の恒常的消費支出（ＣＰ）が決定されると考えた。ここでいう恒常消費とは，以下で説明する

恒常所得に対応する概念である。よっ て， 恒常消費は ，

　　Ｃｐ＝Ｃｐ（Ｗ，ｒ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３－１０）

と表すことができる。ところで ，Ｆｒ１ｅｄｍａｎの資産を数式で表すと ，

　　　　　　　Ｙｔ＋１　　　Ｙｔ＋２　　　Ｙ ｔ＋３　　Ｗ＝Ｙ、十　　　十　　　 十　　　 十　　　　　　　　　　　　　　　（３－１１）
　　　　　　（１＋・）　（１＋ 。）・ 　（１＋ 。）３

となる。ここでＹｔは，ｔ期に期待される所得の合計である 。Ｆｒ１ｅｄｍａｎもＭｏｄ
１ｇ１１ａｍ－Ｂｒｕｍｂｅｒｇ

と同様に，消費者の効用関数が，Ｈｏｍｏｔｈ
ｅｔｉｃ であることを仮定して ，（３－１０）式を ，

　　ＣＰ：ｑＷ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３－１２）

という形に書き直す。ここでｑは，消費者の嗜好や金利水準に影響されるパラメータである 。

　以上の準備のもとにＦｒ１ｅｄｍａｎ は， 垣１常所得（ＹＰ）の概念を導入する。恒常所得というのは抽

象的な概念で，資産の保有額を一定に保った上で，支出することが可能な所得水準を表わしてい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３７）
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る。 これは結果的には，資産から得られる収益に対応することになる。よっ て恒常所得は，ＹＰ

＝ｒＷ， と示すことができる。これを書き直すと ，Ｗ＝Ｙ
ｐ／ｒ となり ，これを（３－１２）式に代入す

ることによっ て， 恒常消費が恒常所得の一定割合であるという関係を導くことができる 。

・・一・（ｒ）一…
（３－１３）

なお，（３－１３）式の関係では，恒常消費がフロー変数である所得水準と関係して説明されている

ことに注意しておく必要があろう 。ところで，Ｆｒ１ｅｄｍａｎの恒常所得は，（３－１１）式によっ て，

資産残高が与えられていることを則提とすれば ，

　　　　　　　ＹＰ　　ＹＰ　　　Ｙ
Ｐ

　　Ｗ＝ＹＰ＋　　＋　　　＋　　　＋　　　　　　　　　　　　　　　　（３－１４）
　　　　　　　１＋ ｒ　　（１＋ ｒ）２　（１＋ ｒ）３

　　　　　
。。

　　１　　　　　１
　　　＝Ｙｐ　　　　　　　＝Ｙｐ－
　　　　　 ｔ；１ （１＋ ｒ） ｔ－１　　　 ｒ

という関係を満たしていると考えられるので，先に記した，Ｙｐ＝ｒＷの関係が成り立つことが明

らかになろう 。

　ところで，恒常所得仮説を則提にして，実際の消費関数を推定する場合には，明らかな問題に

直面する。先に述べたように，恒常所得は抽象的な概念であり ，現実の所得のデータと対応して

いるわけではない。この問題を解決するために，Ｆｒ１ｅｄｍａｎ は， 観測される所得（Ｙ）を，恒常

所得（Ｙｐ）と一時所得（ＹＴ）とに分解した。同時に消費に関しても ，恒常消費（Ｃｐ）と一時消

費（ＣＴ）とに分解した。よっ て，

　　Ｙ＝ＹＰ＋ＹＴ及びＣ＝ＣＰ＋ＣＴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ －１５）

の関係が成り立っている。恒常所得を現実のデータと対応するように解釈を加えれば，正常な状

態で得られる所得，期待される所得といっ た表現が適当であろう 。日本の給与の支払方法を則提

として考えれは，恒常所得は所疋内労働時問を則提として得られる所得であり ，一時所得は残業

手当であると考えることができよう 。日本の場合には，ボーナスをどのように考えるかが若干や

っかいな問題となろう 。制度的にはボーナスも確実に支払われるが，その金額は個別企業のその

期の経営状態に応じて増減が有り得るからである 。

　これまで考えてきた，モテルを操作可能な状態にするために，Ｆｒ１ｅｄｍａｎ は， 恒常所得は一時

所得と独↓であり ，恒常消費も一時消費とは独止であり ，一時所得と一時消費とも独止であると

いう仮定を追加した。前者の仮定に関しては，各所得の定義から考えて問題のないものであると

考えることができるが，最後の仮定に関しては議論の余地があり得よう 。ここでは，Ｆｒｌｅｄｍａｎ

の則提を受け入れて考えていくことにする。結局これまでの議論から，観察可能な所得を用いて

理論的に想定されている，恒常所得と一時所得とをどのように区別するのか，あるいは観察可能

なテータを用いた推定結果を，Ｆｒ１ｅｄｍａｎ 流の考え方に従って解釈した場合にどのような推定誤

差を含むのかの評価が問題となる 。

　Ｆｒ１ｅｄｍａｎの想定した，基本的関係である ，ＣＰ＝ｋＹＰの関係に（３－１５）式の定義的な関係を代

入することにより ，われわれは以下の関係式を導くことができる 。

　　Ｃ＝ｋＹ＋（ＣＴ－ｋＹＴ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３－１６）

この式では，観察可能なデータを用いた推定式の撹乱項として，（ＣＴ－ｋＹＴ）が与えられている

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３８）
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ことになる。こうした考え方に従った場合には，授乱項と消費関数の説明変数である，観察可能

な所得との間には，負の相関関係が存在する。こうした状況で，（３－１６）式を推定した場合には ，

推定された消費関数の傾きは，下方にバイアスを持つことが知られている（翻則誤差を含むデータ

　　　　　　　　１１）
の推定問題と言われる）。

　以上で考えてきた，恒常所得に従った消費関数を時系列データを用いて推定する場合には，い

くつかの問題が発生する。最大の問題点は，上でも述べたように，恒常所得というデータが観察

可能ではなく ，推定に用いるテータは観察可能な現実の消費と所得のテータであることである 。

Ｆｎｅｄｍａｎ によっ て示唆された，恒常所得の推定方法は，以下の式によっ て計算することである 。

　　Ｙ吾＝刃Ｙｔ＋八１一刃）Ｙ 、＿１ ＋刃（１一刃）２Ｙ、＿２…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３－１７）

ここで，Ｏ＜刃＜１である。これは，良く知られた，分布ラグ型の関数であり ，左辺の値を決定す

る場合に，最近のデータにより高いウエイトをおいて推定するという考え方に従っている。この

定式化は，恒常所得が一種の期待変数であることを示している 。Ｆｒ１ｅｄｍａｎ は， （３－１７）式の刃

に各種の値を与えた上で，観測された現実の所得を利用して，恒常所得を各種計算するという方

法を提示した。しかしながらこの方法よりも ，分布関数のＫｏｙｃｋ変換を用いればより容易に定

式化を導くことができる。この定式化に従うと ，

　　Ｃ、＝ｋ／Ｙ、十（１一刃）Ｃ 、．１＋Ｃ百一（１一刃）Ｃ、．１ ＋£、一（１一刃）£、＿１　　　　　　　　　　　　　　（３
－１８）

という形の定式化となる。ここでは，撹乱項が複雑な形となり ，

　　 ｕ、＝Ｃ百一（１一ノ）Ｃｔ＿１ ＋£、一（１一ノ）£、．１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３
－１９）

の全てが撹乱項であると考えなくてはならなくなる 。よっ て実際に推定する関数は ，

　　Ｃ、＝ｋ刃Ｙ、十（１一ノ）Ｃ 、．１ ＋ｕ、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３－２０）

となる 。

　しかしながら，ここで導かれた関数型は，携乱項の形状を除けは，Ｂｒｏｗｎ によっ て導かれた ，

（３－３）式と同じものになっ てしまう 。よっ て， 推定結果から，習慣形成仮説と ，恒常所得仮説と

を識別することが非常にむずかしくなる。それと同時に ，（３－２０）式に撹乱項の形状が非常に複

雑になり ，これに対応した最適な推定方法を見つけることも容易ではなくなっ てしまう 。

　恒常所得仮説は，先に説明した，ライフ ・サイクル仮説とも極めて密接な関係があり ，ここで

導出してきた過程の中間で定式化を行えば，（３－９）式と同一の特定化を導くことも可能である 。

よっ て， 恒常所得仮説をＢｒｏｗｎ 型の関数ともライフ ・サイクル型の関数とも推定の段階で明確

に区別することができにくい。最近の消費関数の基礎理論においては，Ｈａ１１［１９７８１の議論に従

って，合理的期待理論を削提として，恒常所得仮説とライフ ・サイクル仮説とを統一的に説明し ，

現実に観察されるデータが臣常所得仮説を前提として導かれるデータと対応しているかどうかを

確認するという議論の展開が行われている。ここでの観測期間を利用して，こうした方向での議

論の展開は今後の課題とする 。

４． 各種の仮説に従った消費関数の推定結果

第３節で，消費関数を定式化する上で基本的なものとなる，マクロの消費者行動理論を概観し ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３９）
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これらから，推定作業に用いられるいくつかの基本的な消費関数の特定化を導いた。もちろん消

費に影響を与える要因はここで取りあげられた範囲に限定される訳ではなく ，他にも多数の要因

を指摘することが可能である。こうした要因のなかでも ，物価水準，インフレーシ ョン，金利変

数といっ たものは非常にしばしば問題とされる要因である。しかしながら，こういっ た要因を消

費関数の説明変数に取り入れる理由付けに関しては，直感的な説明を与えることが可能であるの

で， 以下では，これまでに説明してきた基本的な関数型を利用した，推定結果を提示し，これら

に関して，第２節でケインズ型の基本的な消費関数に対して行ったような評価を与え。この中の

いくつかの関数型を用いて，消費関数に関する他の説明要因を取り入れた推定結果を併せて提示

し， 評価することにする 。

　本稿で取り上げる基本的な消費関数の特定化は，第３節で示されたものに帰着するが，以下の

２種類の関数型である 。

ＣＨ８５ｔ＝ぴ十房ＹＤＨ８５ｔ＋宇Ａ
ｔ－１
＋£ｔ

ＣＨ８５ｔ＝ぴ十房ＹＤＨ８５ｔ＋宇ＣＨ８５
ｔ－１
＋£ｔ

（４－１）

（４－２）

　両関数型とも切片に関しては，理論的には必ずしも含まれる必要のないものである。しかしな

がらここでは一応，切片も含めて推定し，その結果から切片の状況を判断することにする。推定

に当た っては，線形の関数型と対数線形の関数型とをともに推定し，両者の結果を比較すること

にする 。（４－１）式のＡｔ一。 は， 家計部門の保有する前期末の金融資産残高を示しているが，

Ｆｒ１ｅｄｍａｎの恒常所得仮説においては，これは必ずしも金融資産に限定される必要はなく ，人的

資本，物的資本をも含めて解釈することが可能である。しかしながら，ここでは基本的に金融資

産残高に限定して議論を進めることとしたい。テータ的には，『長期遡及国民経済計算』によっ

て， われわれの観測期間を通した，家計部門の金融資産の保有額が公表されているので，このデ
　　　　　　１２）
一タを利用する 。

　推定には，直接最小２乗法と，撹乱項に１階の系列相関を想定した，最尤法及びＣｏｈｅｒｅ阯

Ｏｒｃｕｔｔ 法を併用する。特に ，（４－２）式の推定においては，撹乱項の形状が複雑であり ，推定手

法の選択に関しても注意を払う必要が存在するが，ここで利用しているのが暦年データであり ，

サンプル数の制約もあるので，余り複雑な推定手法を利用することは適当ではないと判断した 。

　また，第２節に示した単純なＫｅｙｎｅｓ 型の消費関数において，１年間の増分を用いて推定した

結果は，毎年のフローの値を用いて推定した結果と明確な相違が認められたので，ここでもこう

した形の関数型を用いた推定結果をも提示し，評価する 。

　以上に述べてきただけでも ，推定すべきる関数型は相当数にのぼるので，このうちのいくつか

に限定して，利子率，インフレーシ ョン等が消費関数に与える影響に関して検討を加える 。

　まず，（４－１），（４－２）に示した推定式を線形の関数型によっ て推定した結果を示すと以下の通

りである 。

ＣＨ８５＝２７８６ ．８１　＋０ ．８４０７ＣＨ８５＿１ ＋０ ，１４６ＹＤＨ８５　　　　　　　　　　　　　　　（４－３）

　　　　　（２ ．９００３）　（９ ．９０２０）　　　　　　　（２ ．０８８５）

　　Ｒ２＝０ ．９９８６，Ｒ２＝０ ．９９８６，Ｄ．Ｗ．＝１ ．３８４５，Ｄ．Ｈ．＝２ ，１１１，Ｓ．Ｅ．：２３９５ ．６８ ．

（４０）
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　　ＣＨ８５＝５６８２ ．１４　＋ｏ ．７００８ＹＤＨ８５＋Ｏ ．０４１６（ＦＮＷＨ／ＰＣＨ８５）一１　　　　　　（４
－４）

　　　　　　　（４ ．３５５７）（３９ ．４８５９）　　　（８ ．１２８１）

　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９８２，Ｒ２＝Ｏ ．９９８１，Ｄ．Ｗ．＝Ｏ ．４１９７，Ｓ．Ｅ．＝２７５５ ．３９

　ここで，ＦＮＷＨは家計金融資産残高を示しており ，（４－３）式の下のＤ　Ｈは，Ｄｕｒｂｍのｈ 一

統計量の値を示している。両推定式とも ，得られたパラメータ推定値は，全て符号条件を満たし

ている。また，各パラメータ推定値のｔ一値もいずれのパラメータにおいても ，有意水準５％で

有意にＯと異なっ ていることを示している。また，両式に共通で，決定係数値も非常に大きな値

となっ ている。第２節に示した，単純なケインズ型の消費関数の推定結果と比較した場合に，自

由度修正済みの決定係数値で比較しても ，ここに示した推定結果における値の方が大きな値とな

っており ，ラク付きの実質家計最終消費支出も実質家計金融資産残高も消費関数の説明変数とし

て有意な役割を果たしていることは明らかである 。

　しかしながら，第２節に示した単純なケインズ型の消費関数も ，上の基準に照らして見る限り

は問題のない推定結果であり ，そこで問題になっ たことは，Ｄｕｒｂｍ－Ｗａｔｓｏｎ 統計量の値が極め

て低く ，撹乱項に正の自己相関が存在することであ った。上の２本の推定式においてこの問題を

検討する 。（４－３）式では説明変数に，ラク付きの従属変数を含んでいるので，Ｄｕｒｂｍ－Ｗａｔｓｏｎ

統計量によっ て， 撹乱項における自己相関の存在を判定することは適当ではない。一応ここでの ，

Ｄｕｒｂｉｎ－Ｗａｔｓｏｎ 統計量を見ると，第２節の推定式における値よりは，大きな値となっ ている 。

しかしながら，こうした場合に擾乱項における自己相関が存在するかどうかを判定する為の検定

統計量である ，Ｄｕｒｂｍのｈ一統計量の値は，２１１１になっ ているので，有意水準５％で，９＝Ｏ

という帰無仮説は棄却される。一方，（４－４）式では，Ｄｕｒ
ｂｉｎ・Ｗａｔｓｏｎ 統計量によっ て撹乱項の

自己相関の存在を判定することが可能であるが，ここでのＤｕｒ
ｂｉｎ－Ｗａｔｓｏｎ 統計量は，Ｏ ．４１９７で

あるので，依然として正の自己相関が存在することが，有意水準５％で確認される。よっ て， 上

に示した推定結果では，単純なケインズ型の消費関数と比較すれば，撹乱項の自己相関の程度に

若干の改善は認めらるとしても ，計量経済学の判定基準に照らした場合には，採用可能な推定結

果であるということはできない 。

　以下では ，（４ －１），（４－２）式を基本としつつ，対数線形の関数型を生の数値と人ロー人当たり

の数値とに関して推定した結果を示す 。

　　１ｎ　ＣＨ８５：０ ．３３７４＋Ｏ ．７１８４１ｎ　ＣＨ８５－１ ＋Ｏ ．２５２１１ｎ　ＹＤＨ８５　　　　　　　　　　　　　（４
－５）

　　　　　　　（５ ．１０９４）（８．２１１２）　　　（２ ．８５２５）

　　　　Ｒ２＝０ ．９９９１，Ｒ２＝Ｏ ．９９９１，Ｄ．Ｗ．＝１ ．２５８２，Ｄ．Ｈ．：２ ．６０４８，Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０１１９９ ．

　　１ｎ（ＣＨ８５／ＰＯＰ）：一〇 ．Ｏ０５３＋Ｏ ．７４２１１ｎ（ＣＨ８５／ＰＯＰ）一１＋Ｏ ．２２４２１ｎ（ＹＤＨ８５／ＰＯＰ）

　　　　　　　　　　　（一〇 ．２３４４）（７．７６３８）　　　　　（２．３２６５）　　　　　（４－６）

　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９８７，Ｒ２＝Ｏ ．９９８６，Ｄ．Ｗ．＝１ ．２７３２，Ｄ．Ｈ．＝２ ．６５０１，Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０１９５９ ．

　　１ｎ ＣＨ８５＝１ ．１４８８＋Ｏ ．６８７９１ｎ ＹＤＨ８５＋Ｏ ．１９０１１１ｎ（ＦＮＷＨ／ＰＣＨ８５）一１　　　　（４ －７）

　　　　　　　（８ ．２６１６）（１９ ．７４５２）　　　（８ ．３７１０）

　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９９２，Ｒ２＝Ｏ ．９９９１，Ｄ．Ｗ．＝Ｏ ．６５７１，Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０１８１ ．

　　１ｎ（ＣＨ８５／ＰＯＰ）＝一〇 ．２８５９＋Ｏ ．６７１５１ｎ（ＹＤＨ８５／ＰＯＰ）

　　　　　　　　　　　（一２５ ．２７７８）　（１９ ．１９０１）

　　　　　　　　　　　十〇 ．１８５６１ｎ（（ＦＮＷＨ／ＰＣＨ８５）／ＰＯＰ）一１　　　　　　　　　（４
－８）

　　　　　　　　　　　　（８ ．６７１３）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１）
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　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９８９，Ｒ２＝０ ．９９８８，Ｄ．Ｗ．＝０ ．６８８７，Ｓ．Ｅ．＝０ ．０１８２ ．

　ここに示した推定結果も，計量経済学的な評価の点に関していえは ，（４－３），（４－４）式の推定

結果と大きく異なるものではない。いずれの推定式においても ，各パラメータ推定値は，全て符

号条件を満たしており ，有意水準５％で有意に，０と異なっ ている。また，いずれの推定式にお

いても決定係数値は非常に大きなものとなっ ている。しかしながら，ラグ付きの従属変数を説明

変数として含んでいる ，（４ －５），（４－６）式においては，Ｄｕｒｂｍのｈ一統計量の値が大きく ，撹乱

項に正の自己相関が存在している。また，説明変数にラグ付き従属変数を含まない，（４ －７） ，
（４－８）式においては，Ｄｕｒｂｉｎ－Ｗａｔｓｏｎ 統計量の値が小さくやはり撹乱項に正の自己相関が存在

している。よっ て， 関数型を線形から対数線形に変えて推定することは，データが経年的に大幅

に大きくなっ ていることから，一般的には望ましい推定方法であると考えられるが，われわれの

問題に対する解決を与えるものではない 。

　ところで，撹乱項に系列相関の存在が想定される場合の最も標準的な解決方法は，推定手法を

これまで利用してきた，直接最小２乗法から，撹乱項に１階の自己相関を仮定して，一般化最小

２乗法に変更して推定することである。但し，（４－１）式の関数型を用いた推定の場合には，前節

で， 恒常所得仮説を説明する際に述べた通り ，撹乱項に対する想定が複雑なものとなる上に，ラ

グ付きの説明変数と撹乱項との問の独立性も保障されていないので，単純な　般化最小２乗法の

適用も必ずしも望ましいものではない可能性もある。このことを認識した上で，（４－１）式の関数

型に関しては，Ｃｏｈｅｒａｎ－Ｏｒｃｕｔｔ 法を適用し（４－２）式の関数型に関しては，最尤法を適用して推

定した結果を以下に示す。ここでは，人ロー人当たりで対数線形の関数型を用いる 。

　　１ｎ（ＣＨ８５／ＰＯＰ）＝０ ．１７６４－　０ ．１０２０１ｎ（ＣＨ８５／ＰＯＰ）＿１ ＋０ ．７８０８１ｎ（ＹＤＨ８５／ＰＯＰ）

　　　　　　　　　　（Ｏ ．８６７１）（一０．８６４５）　　　　　　（７．３５６９）　　　　　（４ －９）

　　　　Ｒ２＝Ｏ ．６５６６，Ｒ２＝０ ．６３５１，Ｄ．Ｗ．：１ ．６２８５，Ｓ．Ｅ．＝０ ．０１２６９，ｇ１＝０ ．９５５２ ．

　　ｌｎ（ＣＨ８５／ＰＯＰ）＝一〇 ．２２２７　＋０ ．８０１３１ｎ（ＹＤＨ８５／ＰＯＰ）

　　　　　　　　　　（一１７ ．６３２８）　（１２ ．４１３４）

　　　　　　　　　　　十０ ．１０１０１ｎ（（ＦＮＷＨ／ＰＣＨ８５）／ＰＯＰ）一１　　　　　　　　（４－１０）

　　　　　　　　　　　（２ ．６６０１）

　　　　Ｒ２：０ ．９９２３，Ｒ２＝Ｏ ．９９１９，Ｄ．Ｗ．：１ ．６６４５，Ｓ．Ｅ．＝０ ．０１３０４，ｇ１＝０ ．７９８１ ．

　各式の下のｇ。は，撹乱項の１階の自己相関係数の推定値である 。（４－９）に示した推定結果は ，

やや奇妙なものとなっ ている。この推定式における問題は，ラグ付き従属変数のパラメータ推定

値が負になっ ていることである。また，決定係数値も非常に小さな値となっ ている。こうした推

定結果を生じている理由は，撹乱項の自己相関係数の推定値が非常に大きな値を示しているよう

に， 自己相関の影響が非常に大きいことに起因していると考えられる。しかしながら，われわれ

は， Ｆｒ１ｅｄｍａｎの定式化に従って導かれた，撹乱項の形状を充分に取り入れることなしに，単純

に１階の自己相関を仮定して，Ｃｏｈｅｒａｎ－Ｏｒｃｕｔｔ 法を当てはめているので，理論モテルそれ自身

に問題を含んでいるかどうかを　概に判定することは困難である。いずれにしても ，この特定化

を採用した場合には，計量経済学的な評価が非常に面倒になるので，計量経済学的な意味での本

格的な検討は，サンプル数の問題もあり ，四半期データを用いた場合に別途考えることとする 。

　一方，（４－１０）式に示された推定結果は，比較的良好なものであると考えることができる。各

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２）
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パラメータ推定値は符号条件を満たしており ，いずれも有意水準，１％で有意にＯと異なっ てお

り， 決定係数値も充分に大きくなっ ている。また，Ｄｕｒｂｍ－Ｗａｔｓｏｎ 統計量にも改善が顕著に認

められる。ここで，若干疑問が残るのは，切片のパラメータ推定値が，負で充分に有意となっ て

いることである。前節に示した，理論的な定式化に従えば，切片はＯであることが想定されてい

る。 また，ケインス型の単純な消費関数の定式化を則提に考えるならは，切片は正でなくてはな

らない。よっ て， 今後は（４－１０）式を基本的な関数型であるとして議論を進めるが，その過程で ，

切片の値が推定結果に応じてどのように変化するのかに注意しながら検討していくこととしたい 。

　ところで，今後四半期データを利用して，より詳細な分析を展開する場合には ，（４－１０）式の

定式化をそのまま採用することはできない。その理由は，現行の国民経済計算体系において，経

済部門別の金融資産残高のデータは暦年単位（あるいは年度単位）でのみ公表されており ，四半期

別のデータは公表されていないからである。こうした場合の解決策としては，家計金融資産残高

の代理変数とみなすことができ ，四半期べ一スで入手することが可能なテータ系列を用いること

がある。代理変数の侯補として考えられるのは，貨幣ストッ ク統計である。これは，月別にデー

タが公表されており ，家計金融資産残高のうち相当の割合が貨幣ストッ ク項目に含まれていると

考えられるからである。しかしながら，貨幣ストッ ク項目は，家計部門によっ てのみ保有されて

いる訳ではなく ，他の経済部門によっ ても保有されているという問題点が指摘される。ここでは ，

他に代替案がないので，貨幣ストソ ク項目を代理変数とした推定を行ってみる。利用可能なテー

タとしては，Ｍ１とＭ２ＣＤの２系列が存在する。カバーしている範囲が広いという点では，Ｍ

２ＣＤのほうが望ましいが，Ｍ１は１９５５年からデータの利用が可能であるのに対して，Ｍ２ＣＤ

は１９５７年からのみ利用が可能である。実際に，両データを利用して ，（４－２）式に従った推定を行

ったが，Ｍ１を利用した場合には，同変数のパラメータ推定値の有意水準が充分に満たされなか

ったので，以下では，Ｍ２ＣＤを利用した推定結果を，直接最小２乗法を用いた場合と撹乱項に

１階の自己相関を仮定して，最尤法を用いた場合とを併せて提示する 。

　　ｌｎ（ＣＨ８５／ＰＯＰ）＝一〇 ．２００９　＋Ｏ ．５８５４１ｎ（ＹＤＨ８５／ＰＯＰ）

　　　　　　　　　　（一３３ ．Ｏ０５０）　（７ ．５１０６）

　　　　　　　　　　　十〇 ．２８１０１ｎ（（Ｍ２ＣＤ／ＰＣＨ８５）／ＰＯＰ）一１　　　　　　　　　（４
－１１）

　　　　　　　　　　　（５ ．０４４８）

　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９７４，Ｒ２＝Ｏ ．９９７２，Ｄ．Ｗ．＝Ｏ ．４２０１，Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０２４８７ ．

　　１ｎ（ＣＨ８５／ＰＯＰ）：一〇 ．１７７５＋Ｏ ．８１５４１ｎ（ＹＤＨ８５／ＰＯＰ）

　　　　　　　　　　（一１０ ．００３８）　（８ ．５００２）

　　　　　　　　　　十〇 ．１０１０１ｎ（（Ｍ２ＣＤ／ＰＣＨ８５）／ＰＯＰ）一１　　　　　　　　　　（４ －１２）

　　　　　　　　　　　（１ ．５６７７）

　　　　Ｒ２：Ｏ ．９８０７，Ｒ２＝Ｏ ．９７９４，Ｄ．Ｗ．＝１ ．６５９９，Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０１３６５，ｇ１＝Ｏ ．８８８２２

　両推定式とも ，得られたパラメータ推定値に関する情報はこれまでに示してきた推定結果と大

きく異なるものではなく ，符号条件，パラメータ推定値の有意性を満たしている（４－１２式におけ

る， Ｍ２ＣＤのパラメータ推定値の有意水準がやや低くなっ ている）。 また，決定係数値も充分に大きな

ものとなっ ている。しかしながら，直接最小２乗法で推定を行 った ，（４－１１）式ではＤｕｒ
ｂｉｎ

－

Ｗａｔｓｏｎ 統計量の値が非常に低いものとなっ ている。一方，撹乱項に１階の自己相関を則提とし

た最尤法による推定結果である ，（４－１２）式においては，Ｄｕｒｂｉｎ－Ｗａｔｓｏｎ 統計量の値も改善され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３）
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ている。よっ て， 家計金融資産残高の代理変数として，Ｍ２ＣＤを用いた場合にも ，推定された

消費関数は基本的な点に関しては大きな影響を受けることがないことが明らかになっ た。

　基本的な関数型の選択の最後に，各変数の一年当たりの増分を用いた結果を示す。（４－１）式の

特定化を用いた場合には，増分を用いた推定式は，やや見にくい形となるが，増分を増分のラグ

を用いて説明することとする。ここでは，直接最小２乗法を用いた推定結果を示す 。

Ｄ１［ＣＨ８５／ＰＯＰ］＝ｏ ．０１６４　－０ ．１２９１Ｄ１［ＣＨ８５／ＰＯＰ１－１ ＋ｏ ．６４３５Ｄ１［ＹＤＨ８５１ＰＯＰｌ

　　　　　　　　（２ ．６１１２）（一１ ．１３３６）　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．４７９７）　　　　　　　　　（４－１３）

　　Ｒ２＝０ ．５８７８，Ｒ２：０ ．５６０２，Ｄ．Ｗ．＝１ ．６０２１，Ｄ．Ｈ．＝１ ．６５００，Ｓ．Ｅ．＝０ ．０１４９３ ．

Ｄ１［ＣＨ８５／ＰＯＰ１：０ ．０１１３＋０ ．５４１４Ｄ１［ＹＤＨ８５／ＰＯＰ１＋０ ．０２２６Ｄ１［ＦＮＷＨ８５／ＰＯＰ１－１

　　　　　　　　（２ ，２２２）　（６ ．８９０９）　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．２３０３）　　　　　　　　　　　　（４－１４）

　　Ｒ２＝０ ．６３１３，Ｒ２＝Ｏ ．６０８２，Ｄ．Ｗ．：１ ．９９２４，Ｓ．Ｅ．＝０ ．０１４１１ ．

　ここに示した推定結果では，（４－１３）式では，先の（４－９）式の推定結果と同様に，ラグ付き従

属変数のパラメータ推定値が負で，有意水準も非常に低いものとな っている。この結果，他のパ

ラメータ推定値は，２節の（２－７）式において得られたパラメータ推定値と類似したものになっ

ており ，（４－１３）式の特定化は，何等有益な情報をもたらしていないと判断される。これに対し

て， （４－１４）式の推定結果では，実質家計金融資産残高変数のパラメータ推定値が充分に有意水

準を満たしており ，２節の（２－８）式の推定結果と比較すると改善が認められる。ここでの主要

な改善点は，決定係数値が上昇した上　Ｄｕｒｂ１阯Ｗａｔｓｏｎ 統計量も ，（２－８）式同様に撹乱項に１

階の自己相関が存在しないことを示す領域の値を取っていることである 。

　これまでに示してきた各種の推定結果を整理すると ，（４－１）式と（４－２）式という２種類の特

定化に関する比較では，少なくともここで用いた推定手法による推定結果に関する限り ，（４－２）

式の特定化を用いた方が計量経済学的に望ましい推定結果であるということができる。しかしな

がら，このことが単純に，ライフ ・サイクル仮説の方が垣１常所得仮説よりも日本のデータにより

よく対応していることにはならないことは，前節の議論から明らかであろう 。また，（４－２）式の

特定化を用いた場合にも，第２節に示した単純なケインズ型の消費関数の推定において問題とな

った，撹乱項の系列相関の問題が回避されている訳ではない。この結果，撹乱項に１階の自己相

関を仮定して最尤法を用いた推定を行うか，１年分の増分の形にデータを変換して推定すること

が必要になる。最尤法を用いた推定結果では，特に問題となる点は認められないが，定数項の符

号が必ずしも安定していないという問題と ，理論的な特定化にこれ以上の工夫を加えることを放

棄していることになることが気になる点である。一方，１年分の増分にデータを変換して推定し

た結果では，撹乱項の自己相関の問題は回避されるが，決定係数値が相当に低下してしまうとい

う問題がある 。

　上記のことを総合して考えるならは，我々は本節で，第２節で示した単純なケインズ型の消費

関数に１種類の説明変数を追加するという形の関数の推定作業と結果の評価を続けてきたが，よ

り一層説明変数を追加することによっ てより安定した推定結果が得られるかどうかの評価が必要

な段階に達したことになる。ここでは，金利変数（利付き電電債の利回り）と消費者物価指数によ

る年当たりの物価上昇率を用いた推定結果を検討することにする。ここで，我々が評価の基準と

するのは，切片の符号条件，Ｄｕｒｂｉ阯Ｗａｔｓｏｎ 統計量ということになる。以下では，（４－１）式と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本の消費関数（平田）　　　　　　　　　　　　　　　　　４５

（４－２）式に，金利変数と物価上昇率変数を追加して説明した結果を提示する。ここに提示するの

は全て直接最小２乗法による推定結果である 。

　　１ｎ（ＣＨ８５／ＰＯＰ）＝Ｏ ．０９６２＋Ｏ ．６３１８１ｎ（ＣＨ８５／ＰＯＰ）一１ ＋Ｏ ．３１８５１ｎ（ＹＤＨ８５／ＰＯＰ）

　　　　　　　　　　（２ ．８８８５）　（７ ．１５０７）　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．６２１３）

　　　　　　　　　　一〇 ．５９８３１ｎ　ＲＢＤＤ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ －１５）

　　　　　　　　　　（一３ ．７２５０）

　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９９０，Ｒ２＝Ｏ ．９９８９，Ｄ．Ｗ．＝１ ．２６１７，Ｄ．Ｈ．＝２ ．５０７２，Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０１６７７ ．

　　１ｎ（ＣＨ８５／ＰＯＰ）＝一〇 ．０４５１＋Ｏ ．５０６７１ｎ（ＣＨ８５／ＰＯＰ）一１ ＋Ｏ ．４６２８１ｎ（ＹＤＨ８５／ＰＯＰ）

　　　　　　　　　　（一２ ．０８７９）（５．０９０５）　　　　　　（４ ．５８７５）

　　　　　　　　　　一〇 ．２８８９ＧＲＲ（ＣＰＩ８５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４－１６）

　　　　　　　　　　（一４ ．０８５３）

　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９０，Ｒ２＝Ｏ ．９９８９，Ｄ．Ｗ．＝１ ．０３４０，Ｄ．Ｈ．：３ ．５３３３，Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０１６２７ ．

　　１ｎ（ＣＨ８５／ＰＯＰ）＝一〇 ．１４０２＋ｏ ．７００７１ｎ（ＹＤＨ８５／ＰＯＰ）

　　　　　　　　　　（一３ ．８７４１）　（２２ ．９５８３）

　　　　　　　　　　十〇 ．５９９１ｎ（（ＦＮＷＨ／ＰＣＨ８５）／ＰＯＰ）一１－Ｏ ．０５３９９１ｎ ＲＢＤＤ　　（４ －１７）

　　　　　　　　　　　（８．１９８７）　　　　　　　　　（一３ ．６３３４）

　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９９１，Ｒ２：Ｏ ．９９９１，Ｄ．Ｗ．＝Ｏ ．６４６８，Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０１５３４

　　１ｎ（ＣＨ８５／ＰＯＰ）＝一〇 ．２５００＋ｏ ．７５００１ｎ（ＹＤＨ８５／ＰＯＰ）

　　　　　　　　　　（一２４ ．１７２７）　（２８ ．２３０８）

　　　　　　　　　　十〇 ．１４３８１ｎ（（ＦＮＷＨ／ＰＣＨ８５）／ＰＯＰ）一１－Ｏ ．２３０５ＧＲＲ（ＣＰＩ）　（４ －１８）

　　　　　　　　　　　（８．４３２１）　　　　　　　　　（一６ ．２８２４）

　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９９５，Ｒ２＝Ｏ ．９９９４，Ｄ．Ｗ．＝Ｏ ．８３８１，Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０１２１５ ．

　ここで，ＧＲＲ（ＣＰＩ）は消費者物価指数の対前年比増加率であり ，ＲＢＤＤは利付き電電債の

利回りである。ここでは先ず，（４ －１５），（４－１７）式から検討する。いずれの式においても ，新た

に追加した金利変数のパラメータ推定値は符号条件を満たし，有意水準１％で有意となっ ている 。

もっとも金利変数の符号条件が負であることに関しても若干の補足が必要であろう 。ここで符号

条件が負であると考えるのは，金利が消費と貯蓄の間の選択を行う際のパラメータであるという

考え方に従ったものである。しかしながら，前節の議論にもあ ったように，金利変数と金融資産

残高とをかけたものが，今期の金融資産からの収益であるという考え方をした場合には，このパ

ラメータの符号条件は正となろう 。ここで，符号条件を負としてのは，金融資産からの収益も家

計可処分所得にすでに含まれていると考えたからである 。（４ －１５），（４－１７）式では，金利変数が

符号条件を満たして有意ではあるが，撹乱項の系列相関に関しては何等有効な効果を与えてはい

ない。Ｄｕｒｂｉｎのｈ一統計量による判定では，依然として授乱項に１階の正の系列相関の存在が指

摘されている。よっ て， 金利変数を説明変数に加えることはここでは，いずれの特定化を採用し

た場合にもある程度までは有効であると言えるがこれだけで問題が解決するわけではない 。

　次に，１年問の消費者物価上昇率を説明変数に追加した ，（４ －１６），（４－１８）式を検討する。物

価上昇率に関するパラメータ推定値では，いずれの推定結果においても ，符号条件を満たし，有

意水準１％で有意となっ ている。ここでも ，符号条件に関して注意しておく必要がある。経済理

論に従って合理的な行動をする消費者を考えた場合には，インフレが予想される場合には，貯蓄

をして金融資産の保有を増加させるよりも，物価上昇が始まる前に財を購入する方が有利である

と判断するであろう 。よっ て， この場合には想定される符号条件は正となる。ところが日本の場
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合には，第１次オイル ・シ ョソ ク期に貯蓄率が上昇したように，ここで考える合理的行動とは対

応がとれていない。そこで，日本の消費関数を推定する場合にはこの変数の符号条件は負である

ことが想定される 。

　上に述べたように，物価上昇率を説明変数に加えることは，意味のある特定化であるというこ

とができる。しかしながら，これも撹乱項の系列相関に関しては，少なくとも（４－１７）式に関す

る限り効果が認められない。Ｄｕｒｂｍのｈ一統計量でみる限り ，（４－１５）式よりも（４－１７）式にお

ける方が撹乱項の系列相関の程度が大きくなっ ていると判断される 。（４－１８）式においては，物

価上昇率を説明変数に加えたことによっ て， Ｄｕｒｂ１阯Ｗａｔｓｏｎ 統計量の値は若干上昇している 。

しかしながら，この場合にも依然として系列相関の影響があるという領域から抜け出してはいな

い。

　切片の符号条件もここに示した４本の推定式においても必ずしも安定してはいない。よっ て，

金利変数あるいは物価上昇率を説明変数に追加することは，消費関数の推定において一定の効果

を持つことは確認されたが，これだけで我々の消費関数が，計量経済学的に充分に望ましい関数

になっ たということはできない。消費関数を推定する場合にはここに示した方法以外にも工夫が

可能であると思われるが，暦年データを用いた分析には一定の制約もあるので，本稿における分

析はここまでとする 。

５． 結論と今後の課題

　本稿では，１９５５年以降の日本の暦年データを用いて，各種の消費関数を推定し，これらの推定

結果における計量経済学的な問題点を検討してきた。この過程で我々は，ケインズ型の単純な消

費関数の特定化を用いた場合の問題点を指摘した。ここでの最も基本的な問題点は，撹乱項に正

の自己相関の存在が確認されることである。よっ て， 推定されたパラメータが符号条件を満たし

有意であり ，決定係数値も充分に大きな場合でも我々は推定結果をそのままの形で受け入れるこ

とができないことを明らかにした 。

　単純なケインズ型の消費関数による特定化の問題点を概観した上で我々は，消費関数を説明す

るための基本的な仮説である，相対所得仮説，ライフ ・サイクル仮説，恒常所得仮説の内容を説

明し，それぞれに見合った，消費関数の特定化を提示した。ここで，ライフ ・サイクル仮説に従

った場合の関数の特定化と恒常所得仮説に従った場合の関数の特定化とを区別することが困難で

あることに関しても説明した。また，相対所得仮説から導かれる，消費関数の１種類である ，

Ｂｒｏｗｎ 型の消費関数と恒常所得仮説から導かれる消費関数とを区別することも困難であること

をも説明した。よっ て， 消費関数をいろいろな形で推定してみても ，その推定結果から消費者行

動に関するいずれの仮説が正しいのかを一概に判定することができないことになる。そういう観

点からは，消費関数の推定においては，理論的には恋意性を排除することができないことを述べ

た。

　上記の説明の後に，我々は各種の理論的検討の結果導かれた，消費関数の特定化を用いた推定

結果を提示し，これを評価した。上に述べたように，消費関数の特定化に関しては，理論的な窓
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意性が存在するので，ここでの評価は王として計量経済学的に良好な推定結果が導かれるかとう

かを中心に行った。その結果，理論的検討の結果導かれた関数型によっ て， ケインズ型の単純な

消費関数を用いる場合に比べれば，計量経済学的にやや望ましい推定結果を導くことが可能であ

ることが示された。しかしながら，こうした推定結果でも計量経済学的基準に照らして充分に満

足のいく推定結果であるということができないことも明らかとなっ た。 そこで，我々はさらに新

たな説明変数を追加した消費関数を推定して，計量経済学的により望ましい推定結果が得られる

かどうかを検討した 。

　本稿で推定した各種の消費関数からは，最終的に計量経済学的基準に照らして充分に満足のい

くものを導くことはできなかった。しかしながら，消費関数に対する基本的な説明要因として考

えられる経済変数に関して，幅広く検討したので，今後一層検討を加えていく際の足がかりを構

築することはできたのではないかと考えている。序に記した，消費関数に関連する問題のうち ，

２）の四半期モデルの比較対象となる，暦年モデルの構築に関しては一応整ったと考えている 。

　ところで，消費関数の推定に関しては，１９７０年代の後半以降それまでの考え方とは大幅に接近

の方法が異なる考え方が幅広く展開されている。本稿で行った検討を一層進める為にはこうした

展開と対応した形で分析を進める必要がある。ここで，言っている新しい展開というのは，Ｄ ｅ－

ｖｉｄ
ｓｏｎ 等［１９７８１を出発点とする，データの持つ性質を統計学的に厳密に評価し，計量経済学

的に望ましい関数の特定化を導くという分析方法である。こうした方向での分析は，消費関数は

かりではなく ，計量経済学全体に大きな影響を与えており ，時系列解析の手法を応用して多様な

計量経済学の理論的な発展を伴 っている。消費関数に関するこうした方向での展開は，Ｈｅｎｄｒｙ

等［１９９０１に整理されている。この方向での分析は，経済理論的には，我々がここで考えたのと

同様に恋意性を残しつつ，データ解析の方法をより綴密に展開したものであると言えよう 。

　一方，Ｈａ１１［１９７８１によっ て展開された消費関数分析の方法は，合理的期待仮説を前提として ，

恒常所得仮説（Ｈａ１１の分析においては，恒常所得仮説もライフ ・サイクル仮説も区別する必要

がない）に対応するテータ系列の存在が導かれるかとうかで，テータ系列の妥当性を評価しよう

とするもので，これは基本的には理論的な検討をデータ的に実証するという形での分析である 。

こうした方向での分析の展開に関しては，Ｈａ１１［１９８９１による整理がある 。

　我々が，今後四半期テータを用いて日本の消費関数の分析を行うのであれは，上記のいずれか

の方向に従って議論を展開する必要があろう 。こうした分析と併せて，本稿ではマクロの消費関

数のみを取り上げたが，品目別の消費関数（需要関数）の検討も必要であろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　脚　注

１）筆者の本来の問題意識は，第２次世界大戦以降の日本経済の発展過程を総合的に分析することであ

　る。本稿において１９５５年以降を対象とする第１の理由は，計量経済学の手法を用いて分析するために

　は，利用するデータの整合性と各種のデータの利用可能性を考慮する必要があり ，こうした基準から

　は，１９５５年以降が整合的で豊富なデータが利用可能になる限界と判断したことである。第２の理由は ，

　１９５５年に日本の国民所得水準が第２次世界大戦前の最高水準を越え，高度経済成長の出発点となっ た

　年であるからである。終戦からこの時期までの間の日本経済は，計量経済モデルの対象となるような

　均質性を持っておらず，この時期に関しては，別途の方法で分析することが適当であると考えている 。

２）本稿には，学生 ・院生諸君がマクロ経済の実証分析を行う際に参考となる事例を提供するという目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４７）
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　　的もある。そのため，通常の論文に比べてより初歩的な点から検討を加え，解説的な内容も含ませな

　　がら議論を展開していく 。

　３）最近の計量経済学の潮流においては，データ ，モデルの特定化の吟味において，非常に厳密な統計

　　学的議論を展開することが要求されている。筆者もこうした方向に従った議論の展開を準備している

　　が，本稿では古典的な方法に従った分析結果を提示し，次稿で四半期テータを中心にこうした最近の

　　潮流に従った分析を展開する。こうした，比較を通して，分析の方法論的相違が分析の結果にどのよ

　　うな影響を与えるのかを見極めたいからである 。

　４）これらのデータは，国民経済計算年報に記載されているが，１９５５年以降現在までのデータを利用す

　　る場合には，実質値の基準年の取り方の変更に注意する必要がある。日本の価格指数の体系は５年ご

　　とに変更されている。こうした基準年の変更が発生した場合には，過去に遡って国民経済計算体系の

　　データを改訂したものが公表されている。これをまとめたのが，『○○年基準改訂国民経済計算報告』

　　である。しかしながら，ここで公表されるデータは１９６５年あるいは１９７０年以降のデータに限られてい

　　る 。１９６４年以前のデータをも利用する場合には，基準改訂に合わせた，『長期遡及主要系列国民経済

　　計算報告』を利用する必要がある。しかしながら，『長期遡及主要系列国民経済計算報告』には，現

　　行の『国民経済計算年報』に含まれているデータが，全て含まれている訳ではない 。

　５）本文にも記したように，現行のＳＮＡ体系では，消費費目別あるいは目的別の消費支出のデータは ，

　　１９７０年以降にについてのみしか公表されていない。よっ て１９５５年から１９６９年の期問に関してこうした

　　データを利用する為には，旧ＳＮＡのデータと新ＳＮＡのデータとを併せて用いる必要があり ，この

　　ためには若干任意深い検討が必要である（特に四半期テータを利用する場合には）。

　６）　ここでの推定には，パーソナル ・コンピュータ用の計量経済分析用パッ ケージである ，ＴＳＰのバ

　　 ージ ョン４．２Ｂ版を用いた。ＴＳＰ４．１Ｂ版の利用方法に関しては，和合 ・伴［１９８８１による解説がある 。

　　本稿で，われわれが利用する範囲の手法に関しては，両者の問に大きな相違は存在しない。ＴＳＰを

　　用いて推定を行うと，ここに示した検定統計量以外にも多数の検定統計量が出力される。しかしなが

　　ら，回帰分析の結果の概略を知る上ではここに示した検定統計量で充分であるので，標準的には以下

　　でもここで示したものと同様の検定統計量を提示し，必要に応じて他の統計量にも言及していく 。

　７）経済モデルで利用する時系列データにおいては，観測期間の初めと終わりとでは，各データの大き

　　さに大幅な相違が存在する場合の方が一般的である。しかしながら，このことは，ＯＬＳ推定におけ

　　る基本的な前提である，撹乱項の分散の均一性に反する可能性を指摘しておく 。そこで，こうした問

　　題への簡便な解決策として，線形の関数型ではなく ，対数線形の関数型を利用することが示唆される 。

　　ここに示した推定結果においても，対数線形の関数型から導かれた残差の方が相対的には小さくなっ

　　ていると判断されるが，撹乱項の分散の均一性を保証する程に小さくなっているとまでは言いきれな

　　い 。

　８）消費関数が，Ｃ。＝ぴ十房Ｙ。であるとすれば，１年前のデータに対応する消費関数は，Ｃ。一。＝ぴ十

　　房Ｙ、一。 となる。ここで，両者の差を取れば，ＣｒＣＨ＝房（Ｙ。一Ｙｔ一。）となる。よっ て，
（２ －７） ，（２－８）

　　式では，この関数型を推定していることになるので，戸の値は通常の線形の消費関数の傾きと同じ値

　　であることになる。また，線形の消費関数に切片があってもなくても ，増分の関数においては切片が

　　存在しないことになる 。

　９）たとえは ，中谷［１９９３１，Ｂｒａｎｓｏｎ［１９８９１等がある。消費関数論争を整理し，日本のテータを用

　　いて分析を加えた古典的な文献として，篠原［１９５８１がある 。

　１０）第１次オイル ・シ ョッ ク後の１９７４年に日本経済は，第２次世界大戦後ではじめてのマイナス成長を

　　経験したが，実質家計可処分所得はこのときにもマイナス成長になっ ていないことに注意する必要が

　　ある 。

　１１）これに関しては，計量経済学の適当な教科書を参照，たとえは，Ｍａｄｄａ１ａ［１９９２１ ，Ｔｈｏｍａｓ

　　［１９９３１等がある 。

　１２）　日本の長期遡及国民経済計算では，１９７０年までは，部門別の金融資産残高の統計では，家計部門と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４８）
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対家計民問非営利団体とを区別していない。よっ て， ここでもやや非整合的であるが，ここで用いる

金融資産残高としては家計と対家計民問非営利団体の金融資産残高との合計を用いる 。
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